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 地震動のエネルギー指標に着目し，地震による構造物の被害との関係について，一自由度系の応答計

算を通じて検討した．応答計算の結果得られる塑性率や塑性ひずみエネルギーと地震動の強さを表す指

標であるエネルギー指標・最大加速度値・最大速度値との各関係を比較することにより，構造物の被害

推定に対するエネルギー指標の適用性を評価した．その結果，エネルギー指標は，最大加速度値や最大

速度値と比較して，塑性率や塑性ひずみエネルギーとの相関が高く，ばらつきが小さいことが分かった．

地震動のエネルギー指標は，構造物の被害推定への適用性を有しているといえる． 
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１．はじめに 

 

 地方自治体等において，地域防災計画を策定する

ために，地震被害想定が行われている1)．地震被害

想定を行うためには，まずその地域で発生が懸念さ

れる地震を想定し，対象とする地域における地震動

の強さを面的に予測する必要がある．一般的には，

まず断層を囲む数十km四方の範囲を対象として数

百m四方単位のメッシュに細分し，そのメッシュ内

では地震動の強さはほぼ等しいとしてメッシュごと

に地震動の強さを予測する2)．つぎに，予測された

地震動の強さから家屋やライフライン等の被害を予

測する．さらに，予測される被害に対して耐震補強

の実施等の予防策，地震発生直後の応急対策や長期

的な復旧・復興計画を策定する．被害想定を行う対

象構造物の数は数万～数百万にのぼり，一つ一つの

剛性や強度の情報は十分ではないので，過去の被害

地震における構造物の被害の分析から求められた地

震動の強さを表す指標と構造物の被害との関係式か

ら，対象とする地震が発生した場合の被害を想定す

ることが行われている3)．地震被害想定においてよ

く用いられる指標は，計測震度，最大加速度値，最

大速度値，加速度応答スペクトル，SI値等である．

計測震度は，地震動の強さを表す指標として一般に

最も知られており，地震被害想定が市民にとってわ

かりやすいという利点がある．しかし，最大加速度

値，最大速度値は瞬間的な地震動の強さを表す量で

あり，波形として予測した地震動の全体的な強さを

反映した量でないことは明らかである．また，計測

震度は物理量として明確ではないため，構造物の被

害との対応は必ずしもよくない． 

 こういった簡便な手法を用いて構造物の被害推定

を行うためには，構造物の被害と相関が高い地震動

強さ指標を用いることが望ましい．本研究では，地

震動のエネルギー指標に着目し，一自由度系の応答

計算を通じて構造物の被害推定への適用について検

討した． 

  

 

２．地震動のエネルギー指標 

 

 地震波の伝播に伴う地震のエネルギーの流れに関

する研究はこれまでに数多くなされている．地震の

規模に応じて震源から放射される地震のエネルギー

は，震源を取り囲む任意の面におけるエネルギー密

度の時間積分値に等しい．例えば，図-1に示す面S1

における以下の積分値は面S2における積分値と等し

い4)． 

 安芸ら5)は，一般的なエネルギーとして，運動エ
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ネルギー，ひずみエネルギー，熱エネルギー等につ

いて説明し，ひずみエネルギー密度と運動エネルギ

ー密度が等しいことを示している．その上で，均質

媒質中を伝わる平面波の伝播方向に垂直な単位面積

を横切って伝達される単位時間あたりのエネルギー

量(伝達エネルギー束)は， 2uVs
  (ρは密度，Vsは地

盤のS波速度，uは粒子速度)であることを示し，伝

播する地震エネルギーが波線チューブ内に閉じこめ

られており，震源を取り囲む任意の面における伝達

エネルギー束の面積分は保存されていることを示し

た．また，多治米6)も，任意の表面積をもつ領域内

でエネルギー流量の面積分が保存されていることを

示している．このように，震源から発生した地震の

エネルギーは，弾性体内において全体として保存さ

れていることが過去の研究によって示されている． 

 地震動のエネルギーと地震動強さとの関係に関し

て，高木7)は，気象庁の震度と地震動のエネルギー

との相関について論じている．地震動のエネルギー

は，面積素片を通る地震波動のエネルギーの合計と

している．そして，震度を規定しているのは，加速

度や速度ではなく，エネルギーであるという結論を

得ている．また，秋山ら8),9)は，構造物へのエネル

ギー入力と構造物のエネルギー吸収という観点から

研究し，一質点系における運動方程式から，弾性エ

ネルギー，塑性ひずみエネルギー，減衰による吸収

エネルギーの釣り合い方程式を導き，構造物の被害

をエネルギーの観点から検討している．この中で，

構造物への入力エネルギーを速度に換算したエネル

ギー換算速度応答スペクトル(VEスペクトル)を，構

造物へ入力される設計用の地震荷重として提案して

いる．国生ら10)は，地盤中の微小要素の運動エネル

ギーとひずみエネルギーの和を時間軸上で積分した

量を地震波のエネルギーと定義し，兵庫県南部地震

時のポートアイランドにおける観測記録を用いて，

そのエネルギー量の収支について分析を行っている．

野津ら11)は，パワースペクトルの周波数による積分

値をPSI(Power Spectrum Intensity)とよび，岸壁の被

災の程度との関係を調べている．これによると，最

大加速度値や最大速度値よりもPSIの方が，地震に

よる岸壁の残留変形量との相関が高いという結果が

得られている．また，井林ら12)は，地震動の継続時

間全体にわたって構造物に入力される地震総入力エ

ネルギーと，ある単位時間に相当するエネルギーと

に着目し，弾性系の解析のみによってRC単柱橋脚

の地震時の応答塑性率や履歴エネルギーを推定する

手法を提案している．さらに，地盤の液状化と地震

動のエネルギーとの関係についても，片田ら13)や風

間ら14)によって研究されている．片田らは，オンラ

イン地震応答載荷実験によりエネルギーの釣合式か

らひずみエネルギーの算定に必要な応答値等を測定

して求め，液状化の進行状況をひずみエネルギーの

蓄積の面から考察している．風間らは，水平成層地

盤の液状化を判定する手法として地震時に地盤中で

費やされた累積損失エネルギーと地盤材料が液状化

時に蓄えうる累積損失エネルギーを対比する方法を

提案しており，等価線形解析から累積損失エネルギ

ーを簡易に推定する方法について検討している．こ

のように，構造物の被害と地震動のエネルギーとの

関係について多くの研究がなされており，ほとんど

が構造物の被害と地震動のエネルギーとに密接な関

係を見いだしている． 

本研究では，式(1)に示すように，地盤内のある

位置において，上昇波(SH波)の伝播に伴うエネルギ

ーの流れを地震動の全時刻歴にわたって積分した値

をエネルギー指標 E として用いる． 

 dttuVE s )(
0

2




   (1) 

ここで，  tu 2 は，地震動の上昇波の速度時刻歴波

形であり，水平方向2成分の  tu x
 ，  tu y

 と鉛直方

向成分  tuz
 を用いて次式で表される． 

   )()()(
2222 tutututu zyx

   (2) 

ρおよびVs は，それぞれその地盤の密度およびS波

速度である． 

地震動が，減衰のない弾性の水平多層構造内を伝

播するとき，伝達関数の2乗の平均値にインピーダ

ンスを掛けた量(NED：Normalized Energy Density)は，

基盤への入射地震動の周波数特性が一定，つまり入

力がデルタ関数やホワイトノイズである場合の  E 

であり，エネルギー指標に類似の物理量として，各

層内で保存されることが示されている15)が，一般に

基盤における地震動の周波数特性は一定ではないた

め， E は水平多層構造の各層内で保存される量と

はならない．そのため， E は地震動のエネルギー

そのものではないが，エネルギーに関係した量であ

る考えられるため，エネルギー指標と呼ぶこととし

ている． 

式(1)で算定されるエネルギー指標 E は，モーメ

ントマグニチュードと等価震源距離を説明変数とし

た距離減衰式のばらつきが，最大加速度値や最大速

度値よりも小さく，地震の規模や震源距離に応じて

安定的に地震動の強さを評価できる指標であるとい

う結果が得られている16)． 

地震動のエネルギー指標を算出するためには，地

S1 

S2 

図-1 震源から放射された地震動と震源を取 

   り囲む面 S1 及び面 S2 
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震動の時刻歴波形と算出位置における地盤の密度及

びS波速度の値が必要である．観測記録から算定す

る際には，地震計設置位置において地盤調査が行わ

れている必要がある．また，被害想定や耐震設計等

に用いる入力地震動の波形から算定する場合には，

波形の入力位置における密度とS波速度を決定する

必要がある． 

 

 

３．一自由度系の応答解析 

 

 構造物の被害について，バイリニア型履歴特性を

有する一自由度系の応答解析を通じて検討を行う． 

 一自由度系に地動加速度 
0u  が作用した場合の運

動方程式は次式で表される． 

 0)( 0  kuucuum   (3) 

 復元力特性は図-2に示すように，バイリニアとし

た．非定常の地震動波形を入力する場合には，運動

方程式を時間軸に対して離散化し，逐次計算を行っ

て応答を求める．バイリニアの場合には弾性部分と

塑性部分を分離して積分を行うOperater Splitting法

(OS法)
17)を用いて時間積分を行った．OS法は，系の

剛性を2 つに分割し，一つの部分には陽的積分法を，

もう一つの部分には陰的積分法を適用するという混

合積分法であり，バイリニア型のように，剛性軟化

型のシステムに関しては絶対安定性をもつ．n+1ス

テップ目の応答において，OS法ではまず予測子変

位yを次式により算定する．  
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(4) 

つぎに，次式により復元力 p を算定する．バイリニ

アの計算には，前ステップからの初期剛性によっ 

て決まる点と，正の降伏域にある点，及び負の降伏

域にある点の3点の復元力を比較し，中間にある点

を採用する． 

 

)( 111 nnnn yyKpp    or 

)( 121 ynyn dyKpp    or 

)( 121 ynyn dyKpp    

(5) 

K1は初期剛性，K2は第2剛性である．加速度値を以

下の式で求める． 
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以下の式により速度と変位を求める． 
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そして，新たに求めた変位を用いて次式により復元

力を更新する． 

 

)( 111 nnnn uuKpp    or 

)( 121 ynyn duKpp    or 

)( 121 ynyn duKpp    

(9) 

式(3)の両辺に dtudu   をかけ積分すると次式に

示すエネルギーのつりあい式が得られる． 

 
tttt

dtuumdtukudtuucdtuum
0

0
000

  (10) 

 左辺第1項～第3項はそれぞれ時間 t における運動

エネルギー Wk ，減衰により消費されたエネルギー 

Wh ，弾性ひずみエネルギーと塑性ひずみエネルギ

ーの和 We である．右辺は地震による振動系への総

入力エネルギー Ein である．地震終了時には，弾性

ひずみエネルギーは微小であり， We は主に塑性ひ

ずみエネルギー Wp となる． 

 図-3に入力地震動及びエネルギーの時刻歴波形の

例を示す．各時刻において，Wk + Wh + We = Ein が成

立している． 

 

 

４．地震動の強さを表す指標と塑性率や塑性エ

ネルギーとの関係 

 

 K-NET及びKiK-netにおける1996年以降の観測記

録のうち，300gal以上が記録された377個の地震記

録(K-NETで254個，KiK-netで123個)，754波形(NSと

u0 
u 

 水平力 

水平変位 降伏変位：uy 

降伏耐力：Py 

初期剛性 K1 

第 2 剛性 K2 

最大変位：umax 

塑性率=umax／uy 

図-2 一自由度系のモデル 
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EW）を用いて，一自由度系の応答計算を行った．

観測波形は，0.1～10Hzのバンドパスフィルタを通

過させた後で用いた．構造物の損傷度合いを評価す

る指標として，塑性率(最大変位umax／塑性変位uy)及

び塑性ひずみエネルギー(We)を用いることとした． 

 一自由度系の応答計算のモデルには，地盤条件が

考慮されないため，エネルギー指標の算出にあたっ

ては，地盤の密度は2000kg/m
3，S波速度は300m/sと

仮定した．パラメータ一覧を表-1に示す． 

 図-4に塑性率と各指標との関係を示す．エネルギ

ー指標と最大速度値は塑性率と相関が高い．対数標

準偏差は，エネルギー指標で0.189(0.65倍～1.55倍)，

最大速度値で0.236(0.58倍～1.72倍)となり，エネル

ギー指標の方が若干小さい．最大加速度値と塑性率

との関係は，対数標準偏差が0.524(0.3倍～3.33倍)で

あり，他の指標よりも大きなばらつきであった． 

 図-5に塑性ひずみエネルギーと各指標との関係を

示す．塑性率が1以下のときは塑性ひずみエネルギ

ーが非常に小さいため，塑性率が1以上のデータに

ついてプロットした．エネルギー指標と塑性ひずみ

エネルギーとの関係は他の指標との関係よりもばら

つきが小さいことがわかる．対数標準偏差は，エネ

ルギー指標が0.372(0.42倍～2.35倍)，最大速度値が

0.491(0.32倍～3.09倍)，最大加速度値が0.828(0. 15倍

～6.72倍)であった．ただし，塑性ひずみエネルギ

ーが小さいデータは塑性率がほぼ1のデータであり，
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(a)入力加速度波形(鳥取県西部地震の TTR009 

 における観測波形(工学的基盤上に変換)) 

(b)エネルギー収支の時刻歴波形 

(c) 水平変位と復元力との関係 

図-3 一自由度系の応答計算の例 
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表-1 一自由度系のパラメータ 
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図-4 地震動の強さを表す指標と塑性率との関係 
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いずれの指標との関係においてもばらつきが大きく，

両対数軸図上での直線状にならないため，塑性率が

4以上のデータについて，図-6にプロットし直した．

これによると，エネルギー指標と最大速度値につい

ては，両対数軸図上で直線関係がみられるようにな

った．エネルギー指標と塑性ひずみエネルギーの関

係は非常にばらつきが小さいことがわかる．対数標

準偏差は，エネルギー指標が0.174(0.67倍～1.49倍)，

最大速度値が0.325(0.47倍～2.11倍)，最大加速度値

が0.524(0.3倍～3.33倍)であった．さらに，エネルギ

ー指標と塑性エネルギーの関係は，塑性エネルギー

が大きくなるほどばらつきが小さくなっていること

から，大きな被害が想定されるほど地震動強さとの

関係の信頼性が高くなるといえる． 

 一自由度系の計算には，質量や減衰定数，初期剛

性等，いくつかのパラメータが必要なため，1ケー

スの計算だけでは一般的な傾向が示されているとは
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 図-5 地震動の強さを表す指標と塑性ひずみ 

 エネルギーとの関係(塑性率 1 以上) 
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図-6 地震動の強さを表す指標と塑性ひずみ 

 エネルギーとの関係(塑性率 4 以上) 
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言えない．そこで，応答計算に必要なパラメータを

いくつか変化させた10ケースのパラメータスタディ

を行った．表-2にパラメータスタディの結果を示す．

また，エネルギー指標に対するばらつきと最大速度

値あるいは最大加速度値に対するばらつきをグラフ

上にプロットして図-7に示す．変化させたパラメー

タは，質量，減衰定数，降伏耐力，降伏変位，初期

剛性，第2剛性であり，基本ケース(case1)から，あ

るパラメータだけ2倍あるいは0.5倍に変化させた．

その結果，塑性率4以上のデータの塑性ひずみエネ

ルギーについては，エネルギー指標を説明変数とし

た回帰式から推定した値と実際の応答計算結果との

相違は対数標準偏差で0.179となり，最大速度値の

0.324や最大加速度値の0.527と比べて非常に小さい

ことがわかった．これは，エネルギー指標も塑性ひ

ずみエネルギーも共に，地震動の時刻歴波形全体を

対象として算出する量であるためであると考えられ

る．さらに，塑性率についても，エネルギー指標を

説明変数とした回帰式から推定した値と実際の応答

計算結果とが最も相関性が高いという結果が得られ

た．対数標準偏差の平均値でみると，エネルギー指

標については0.194であるのに対し，最大速度値は

0.234であり，最大加速度値は，0.519であった．塑

性率は最大変位を降伏変位で割った値であるから，

最大値の方が相関が高いと推測されるが，図-3に示

すように，繰り返しの荷重によって徐々に変形が進

行するケースが多いために，継続時間を考慮したエ

ネルギー指標との相関が高くなっていると考えられ

る． 

 

 

５．結論 

 

 エネルギー指標の大きさと塑性率との関係は，ば

らつきが最大加速度値や最大速度値と塑性率との関

係よりも小さいことがわかった．また塑性率が高く

被害が大きい場合には，エネルギー指標と塑性ひず

みエネルギーとの関係は，さらに最大速度値や最大

加速度と塑性ひずみエネルギーとの関係に比べてば

らつきが小さかったことから，大きな被害が予測さ

(t) (kN) (m) (kN/m) (kN/m) (Hz)
エネル
ギー指
標

最大速
度

最大加
速度

エネル
ギー指
標

最大速
度

最大加
速度

エネル
ギー指
標

最大速
度

最大加
速度

1 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.189 0.236 0.524 0.372 0.491 0.828 0.174 0.325 0.524

2 20 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.76 0.201 0.209 0.487 0.379 0.442 0.790 0.191 0.279 0.478

3 80 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 0.88 0.199 0.263 0.547 0.374 0.533 0.860 0.177 0.367 0.570

4 40 0.01 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.191 0.241 0.528 0.390 0.513 0.844 0.173 0.328 0.522

5 40 0.04 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.189 0.228 0.516 0.391 0.493 0.847 0.173 0.321 0.514

6 40 0.02 19.6 0.004 4900.0 49.5 1.76 0.201 0.209 0.487 0.379 0.442 0.790 0.191 0.279 0.478

7 40 0.02 4.9 0.004 1225.0 37.1 0.88 0.196 0.258 0.545 0.375 0.538 0.869 0.179 0.381 0.576

8 40 0.02 9.8 0.002 4900.0 24.6 1.76 0.190 0.221 0.509 0.335 0.454 0.794 0.186 0.310 0.563

9 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 12.3 1.25 0.191 0.242 0.531 0.372 0.489 0.826 0.174 0.325 0.521

10 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 50.0 1.25 0.188 0.230 0.518 0.373 0.492 0.833 0.173 0.328 0.523

平均 0.194 0.234 0.519 0.374 0.488 0.828 0.179 0.324 0.527

固有振
動数f

地震動の強さを表す指標と応答結果のばらつきの関係(対数標準偏差）

塑性率
塑性ひずみエネル
ギー(塑性率>1)

塑性ひずみエネル
ギー(塑性率>4)

降伏変
位dy

初期剛
性k1

第2剛
性k2

case

質量m
減衰定
数h

降伏耐
力Py

表-2 応答計算のパラメータスタディ結果 

(a)エネルギー指標と最大速度値との比較 
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(b)エネルギー指標と最大加速度値との比較 

図-7 一自由度系の応答値のばらつきの比較 
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れる場合には，被害程度の推定精度が向上すること

が期待される．エネルギー指標は，最大値はそれほ

ど大きくないが継続時間が長く繰返し荷重が多い地

震動に対する被害推定に適していると考えられ，大

阪近辺における東南海・南海地震の想定地震動のよ

うに，最大値が上町断層の想定地震動ほど大きくな

くても継続時間が長い地震動に対しては，エネルギ

ー指標を用いることにより，合理的な被害推定を行

うことができると考えられる． 

 エネルギー指標の算出には，地震動の時刻歴波形

の他に，地盤条件として，密度とS波速度の値が必

要である．したがって，入力地震動の評価において

は，入力位置における地盤条件を設定する必要があ

る．現位置の地盤情報は，地盤情報データベースの

整備を期待しその活用を図るか，各構造物位置にお

ける地盤情報を何らかの方法によって推定すること

になる． 

 一自由度系の応答計算には地盤条件は必要ないた

め，エネルギー指標を算出するために地盤条件を仮

定した．今後は，構造物と地盤との連成系を考慮し

た解析手法を用いてエネルギー指標と構造物被害と

の関係を検討していく必要がある．  

 また，本論では，数値計算によって構造物の被害

とエネルギー指標との関係について検討を行ったが，

今後，過去の被災事例を収集し，実被害の状況とエ

ネルギー指標との関係について検討を行っていく必

要がある． 
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APPRICATION OF THE ENERGY INDEX OF SEISMIC WAVE TO THE 

PREDICTION OF EARTHQUAKE DAMAGE 

 

Toshiyuki HIRAI and Sumio SAWADA 

 
   We study the relation between the energy index of seismic wave, which we focus attention on and 

earthquake damage of a structure by using results of calculating response of single-degree-of-freedom 

system.   The applicability of the energy index to the prediction of earthquake damage is evaluated by 
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comparing relationships between calculated response, such as plasticity rate or plastic strain energy and 

index about strength of seismic wave, such as energy index or peak ground acceleration(PGA) or peak 

ground velocity(PGV).  In the result, it is obvious  that the energy index has more correlation to plasticity 

rate and plastic strain energy and has less variation in relation to the responses than PGA and PGV.  So, it 

is concluded that the energy index of seismic wave has applicability to the prediction of earthquake 

damage of structures.  

 


